
様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　障害者の地域における「住まいの場」の確保のた
め、グループホーム等を創設し、障害者の地域移行
を促進する。

県

社会福祉法人等が行う障害者福祉施設等の整備に要する経費の一部の補助

改築・修繕助成件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害児者福祉施設整備事業費 対応する成果指標 福祉施設から地域生活への移行者数

施策の方向 ・障害者の地域移行を促進するため、グループホームの創設等に対する支援に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ①地域生活の移行支援

施策の小項目名 ○グループホームの創設等に対する支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　社会福祉法人等が行う障害児・者福祉施設等の
整備に要する経費の一部を補助する。

6件 2件 1件 １件 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　令和３年度から繰越した１施設について供用を開始。

　令和４年度予算にて１施設の整備を進めていたが、令和５年
度に繰越した。

　令和５年度は２施設分の施設整備費を計上。国庫協議を進め
る。

　令和５年度に繰越した１施設の供用開始に向け整備を進め
る。

活動指標名 改築・修繕助成件数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 229,506 164,300 各省計上 補助 222,589

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 障害児者福祉施設整備事業費 予算事業名 障害児者福祉施設整備事業費
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　入所施設の耐震化についてはおおむね対応ができており、
今後は老朽化した施設の建替え需要などが見込まれる。 ⑥ 変化に対応した取

組の改善

　国庫補助金を活用した施設整備については、施設の状況等
を踏まえ、緊急度の高い施設について国との協議を進め、整
備の促進を図る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和４年度において、１施設が国庫協議の採択を受け整備を進めていることから、順調と評価した。なお、当該施設については令和４年度内に整備が完了しなかったため、令
和５年度に繰り越している。

　令和３年度から繰り越していた１施設について、令和４年度に整備が完了し、供用を開始できた。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　国庫補助金を活用した施設整備については、施設の状況等を踏まえ、緊急度の高い
施設について国との協議を進め、整備の促進を図る。

　申請のあった事業については、国庫補助協議を進めることができた。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　医療機関と地域の連携を図ることを目的とする
コーディネーターを配置し、精神障害者の地域移
行・地域定着を促進する。								

								

								


県

精神障害者地域移行・地域定着を促進するコーディネーターの配置

配置圏域数（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 精神障害者地域移行・地域定着促進基金事業 対応する成果指標 福祉施設から地域生活への移行者数

施策の方向
・障害福祉圏域アドバイザー配置による地域生活支援拠点等の整備促進及びコーディネーター配置による精神障害者の地域移行・地域定着の促進
に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ①地域生活の移行支援

施策の小項目名 ○精神障害者の地域移行・地域定着の促進
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

やや遅れ

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　配置圏域数の目標値を５圏域としているが、実績値は３圏域となっている。残りの２圏域についてはコーディネーターとして配置できる人材の育成及び確保に向けて取り組む
必要がある。


令和4年度の取組改善案 反映状況

　関係機関や各圏域の福祉事務所及び保健所と連携し、精神保健福祉士等の有資格者
でコーディネーターとして活動できる人材の確保に取り組む必要がある。






　離島においては、精神保健福祉士等の精神科領域の専門職員が少ないことから、人材育
成及び人選について離島支援の強化に取り組むとともに、本島内のコーディネーター及び
アドバイザーが現地に赴き助言・指導等を行っている。






R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　医療機関と地域をつなぐため、精神保健福祉士
等の資格を持ったコーディネーターを北部、中
部、南部に３名配置し、市町村の地域移行支援に
ついて検討する場をつくるなどの活動を行った。

4圏域 3圏域 3圏域 ５圏域 60.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　３圏域にコーディネーターを配置し、関係機関の支援体制整
備を図った。















														

　各圏域にコーディネーターを配置し、医療と福祉の連携構築
を図れるよう関係機関の支援体制整備に取り組む。










活動指標名 配置圏域数（内訳） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 5,988 5,988 県単等 委託 5,988

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 精神障害者地域移行・地域定着支援促進基金事業 予算事業名 精神障害者地域移行・地域定着支援促進基金事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　離島においては、社会資源や人材不足により精神保健福祉
士等の有資格者でコーディネーターとして活動できる人材の
確保が困難である。 ② 連携の強化・改善

　関係機関や圏域の福祉事務所及び保健所と連携し、精神保
健福祉士等の有資格者でコーディネーターとして活動できる
人材の確保に取り組む必要がある。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL -

　障害福祉圏域（５圏域）ごとに障害者相談支援業
務に精通するアドバイザーを配置し、障害者施策に
係る地域課題の解決、困難事例等に対する助言、
相談支援従事者のスキルアップのための研修等を
実施する。

県

相談支援体制の整備を推進する相談支援アドバイザーの配置

配置圏域数（内訳）

５圏域 ５圏域（継続５圏域） ５圏域（継続５圏域）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者相談支援体制整備事業 対応する成果指標 福祉施設から地域生活への移行者数

施策の方向 ・相談支援体制の充実・強化を図るため、相談支援専門員等に対する研修、処遇改善に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ①地域生活の移行支援

施策の小項目名 ○相談支援体制の充実・強化
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

概ね順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　相談支援体制強化に向けて市町村及び基幹相談
支援センター連絡会を開催したほか、令和３年度
に実施した相談支援体制の実態調査を踏まえて、
現状や課題、対応案について共有を図った。

4圏域 5圏域 4圏域 ５圏域 80.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　市町村や相談支援事業所に対する課題や困難事例等への助
言、相談支援従事者スキルアップ研修、相談支援体制強化に係
る市町村連絡会等を開催した。

　市町村や相談支援事業所に対する課題や困難事例等への助
言、相談支援従事者スキルアップ研修、相談支援体制強化に係
る市町村連絡会等を開催する。

活動指標名 配置圏域数（内訳） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 20,452 21,267 各省計上 委託 22,375

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域生活支援事業（専門・広域的事業）相談支援体制整備事業 予算事業名 地域生活支援事業（専門・広域的事業）相談支援体制整備事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　令和４年度から沖縄県が主体となって主任相談支援専門員
養成研修を実施する体制作りに着手。専門員の育成において
は、市町村からの推薦のため、より一層市町村への理解促進
及び連携に取り組む必要がある。

② 連携の強化・改善

　「沖縄県相談支援専門員人材育成ビジョン」において、
国、県、市町村等が相談支援体制整備や人材育成において果
たすべき役割を整理した。人材育成ビジョンを周知し、連携
体制の強化を目指した取組を行う。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　専門人材の確保が困難なことから、八重山圏域のアドバイザーについては、他圏域のアドバイザーを派遣する形で体制整備を図った。その結果、令和４年４月から、八重山圏
域相談支援部会の設置が決まり、体制整備が図られている。

令和4年度の取組改善案 反映状況

令和３年度に沖縄県が求める相談支援専門員像や、人材育成の方向性を示す「沖縄県
相談支援専門員人材育成ビジョン」を策定し、令和４年度はビジョンの方針に沿っ
て、基幹相談支援センターへの配置が望まれる主任相談支援専門員の育成及び相談支
援体制整備について市町村へ周知を図り、相談支援体制整備と人材育成について一層
の連携を図る取組を展開していく。

相談支援体制強化に向けて市町村及び基幹相談支援センター連絡会を開催したほか、令和
３年度に実施した相談支援体制の実態調査を踏まえて、現状や課題、対応案について共有
を図った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL －












　重度心身障害者（児）の福祉の増進を図るため、
重度心身障害者の医療費助成事業を行う市町村に
対し、補助金を交付する。								

								

								


県,市町村

重度心身障害者（児）医療費助成事業を実施する市町村への支援

重度心身障害者（児）の医療費助成事業を実施する市町村数（内訳）

41市町村 41市町村（継続41市町村） 41市町村（継続41市町村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 重度心身障害者（児）医療費助成事業 対応する成果指標 福祉施設から地域生活への移行者数

施策の方向 ・障害者の福祉の増進を図るため、重度心身障害者の医療費の助成や軽度・中度等難聴児の補聴器の購入助成に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり

施 策 ①地域生活の移行支援

施策の小項目名
○重度心身障害者の医療費の助成や軽度・中度等難聴児の補聴
器の購入助成
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　重度心身障害者（児）の福祉の増進を図るた
め、重度心身障害者の医療費助成事業を行う市町
村に対し、補助金を交付する。


41市町村 41市町村 41市町村 41市町村 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　重度心身障害者の福祉の増進を図るため、重度心身障害者の
医療費助成を行う全41市町村に対し、補助金を交付した。

　重度心身障害者の福祉の増進を図るため、重度心身障害者の
医療費助成を行う全41市町村に対し、補助金を交付する。

活動指標名
重度心身障害者（児）の医療費助
成事業を実施する市町村数（内
訳）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 1,122,875 1,101,498 県単等 補助 1,286,077

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 重度心身障害者（児）医療費助成事業










 予算事業名 重度心身障害者（児）医療費助成事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　一部の市町村から補助事業の対象の見直し等の要望があ
る。






⑦ 取組の時期・対象
の改善

　要望のある補助事業の対象の見直し等について、各市町村
の意向の確認を実施する。






進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　医療費助成事業を実施する41市町村に対し、補助金を交付することにより、当該市町村における重度心身障害者（児）の福祉の増進が図られた。


令和4年度の取組改善案 反映状況

　重度心身障害者（児）医療費助成受給資格者が増加することに伴い年々増大する事
業については、引き続き必要額を助成できるよう努める。　　　　　　　　



　市町村に対する検査の実施により指導を強化し、問題となる事案が生じないよう引
き続き取り組んでいく。






　全41市町村の医療費助成の需要に対応できるよう必要額を確保した。



　市町村に対する検査による指導を実施し、各市町村における適切な事業実施体制の確保
を図った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL -

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等
度難聴児に対して言語の習得、教育等における健
全な発達を支援し、もって福祉の増進を図るため補
聴器の購入等に要する経費を助成する市町村に対
して、補助金を交付する

県,市町村

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業を実施する市町村への支援

軽度・中等度難聴児（18歳未満）の補聴器購入費助成事業を実施する市町村数（内訳）

28市町村 28市町村（継続28市町村） 28市町村（継続28市町村）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 対応する成果指標 福祉施設から地域生活への移行者数

施策の方向 ・障害者の福祉の増進を図るため、重度心身障害者の医療費の助成や軽度・中度等難聴児の補聴器の購入助成に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり

施 策 ①地域生活の移行支援

施策の小項目名
○重度心身障害者の医療費の助成や軽度・中度等難聴児の補聴
器の購入助成
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　軽度・中等度難聴児の福祉の増進を図るため、
補聴器購入費等助成事業を行う28市町村のうち、
25市町村から交付申請があり、19市町村に対し
て、補助金を交付した。

26市町村 27市町村 28市町村 28市町村 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　軽度・中等度難聴児の福祉の増進を図るため、補聴器購入費
等助成事業を行う市町村に対し、補助金を交付した。

　軽度・中等度難聴児の福祉の増進を図るため、補聴器購入費
等助成事業を行う市町村に対し、補助金を交付する。

活動指標名
軽度・中等度難聴児（18歳未満）
の補聴器購入費助成事業を実施す
る市町村数（内訳）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 2,070 2,762 県単等 補助 5,332

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 予算事業名 軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　当該事業は、身体障害者手帳の交付対象外である軽度・中
等度難聴児に対する助成事業であるが、管内市町村において
対象となる難聴児がどの程度いるのかを把握することが困難
である。

② 連携の強化・改善

　市町村に対し、対象児童が適切に事業を活用できるよう、
教育委員会や保健医療関係部局と連携して対応するよう周知
する。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　当該事業は、市町村に対する助成であるため、市町村への
制度の周知等を図る必要がある。一部町村においては町村民
から補聴器購入の助成に関して具体的に要望や相談がなされ
た場合に事業化を検討する。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　市町村に対し、当該事業の制度の周知を促し、事業未実施
の市町村に対しては事業の説明等を行っていく。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標値である28市町村が、各市町村でも交付要綱の整備等を行い、適宜、県民へ当該事業を行えるような状況であるため、順調と判断した。

令和4年度の取組改善案 反映状況

市町村に対し、当該事業の制度の周知を促し、事業未実施の市町村に対しては事業の
説明等を行っていく。

市町村に対し、対象児童が適切に事業を活用できるよう、教育委員会や保健医療関係
部局等と連携して対応するよう周知する。

事業未実施市町村に対し、事業実施について周知するとともに、関係機関との会議等にお
いても本事業の周知をし、活用を促した。



市町村に対し、教育委員会や保健医療関係部局等と連携して対応するよう働きかけた。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL -

　発達障害児（者）に対する支援を総合的に行う沖
縄県発達障害者支援センターにおいて、発達障害
児（者）およびその家族からの相談に応じ適切な指
導または助言するとともに、関係機関との連携強化
等により、発達障害児（者）およびその家族の福祉
福祉の向上を図る。

県

発達障害児（者）及びその家族への適切な指導、助言

相談件数（累計）

600件 600件（1,200件） 600件（1,800件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 発達障害者支援センター運営事業 対応する成果指標 発達障害者の相談窓口を設置している市町村数

施策の方向
・発達障害児や発達障害者に対する支援を総合的に行う沖縄県発達障害者支援センターを拠点に、ライフステージに対応した支援を行えるよう、
支援体制整備や人材育成に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ②発達障害者や医療的ケア児等への支援

施策の小項目名 ○発達障害児や発達障害者に対する支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

概ね順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　沖縄県発達障害者支援センターにおいて、発達
障害児（者）およびその家族からの相談に応じ適
切な指導または助言するとともに、関係機関との
連携強化に取り組んだ。

396件 379件 498件 600件 83.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　発達障害児（者）およびその家族の福祉の向上を図るため、
当事者および家族への相談支援、人材育成、普及啓発、市町村
体制整備等の研修に取り組んだ。

　発達障害児（者）およびその家族の福祉の向上を図るため、
当事者および家族への相談支援、人材育成、普及啓発、市町村
体制整備等の研修を実施する。

活動指標名 相談件数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 44,107 44,169 各省計上 委託 44,108

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 発達障害者支援センター運営事業 予算事業名 発達障害者支援センター運営事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　前年度より相談件数は増加したものの、新型コロナの影響
以前より低い実績となっている。 ⑤ 情報発信等の強

化・改善

　改修したホームページにおいて、発達障害者支援に関する
普及啓発活動や、当事者や支援者への支援情報を得やすいよ
うアクセシビリティの向上を図り、相談しやすい環境を整え
る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　当事者および家族への相談支援を延べ498件、人材育成、普及啓発等の研修を95件実施したことにより、発達障害児（者）およびその家族の福祉の向上を図った。令和３年度
より相談支援件数が119件増加したものの目標値に達していないことから、関係機関との連携、普及活動を引き続き実施し、相談支援体制の充実を図りながら目標値の達成に向
けて取り組む。

令和4年度の取組改善案 反映状況

発達障害に関する研修をオンライン化するとともに、動画ライブラリを活用して、過
去に実施した研修も視聴可能となるよう、研修体制を構築する。

令和３年度に実施した「市町村発達障害児（者）支援体制整備状況に関する実態調
査」の結果を分析し、その内容を関係機関と共有するとともに、支援体制整備に活用
する。

沖縄県発達障害者支援センターホームページを改修し、当事者や支援者が発達障害に関す
る支援情報を得やすいようアクセシビリティの向上を図った。

発達障害者支援に関する関係者会議等で「市町村発達障害児（者）支援体制整備状況に関
する実態調査」の結果を共有し、沖縄県の発達障害者支援に関する課題の共有を図った。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL －












　医療的ケア児及びその家族等を総合的に支援す
るため、医療的ケア児支援センターの設置、医療的
ケア児等コーディネーター養成研修等の実施、各関
係機関等の協議の場の設置等に取り組む。								


県

医療的ケア児及びその家族の支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネーターの配置

配置圏域数（内訳）

全域 ５圏域 ５圏域（継続５圏域）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 医療的ケア児等総合支援事業 対応する成果指標 発達障害者の相談窓口を設置している市町村数

施策の方向 ・医療的ケア児及びその家族等を総合的に支援するため、相談支援や情報提供、人材育成、関係機関との連絡調整に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ②発達障害者や医療的ケア児等への支援

施策の小項目名 ○医療的ケア児及びその家族等に対する総合的な支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　医療的ケア児等コーディネーターを配置すると
ともに、各関係機関等の協議の場の設置、医療的
ケア児等コーディネーター養成研修等を実施し
た。

― ― 全域 全域 0.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　医療的ケア児等コーディネーター養成研修等の実施、各関係
機関等の協議の場の設置等を行った。

　医療的ケア児支援センターの設置、医療的ケア児等コーディ
ネーター養成研修等の実施、各関係機関等の協議の場の設置等
を実施する。

活動指標名 配置圏域数（内訳） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 1,094 4,794 各省計上 委託 13,730

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業










 予算事業名 医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　医療的ケア児等に対する支援を実施するにあたり、1つの自
治体だけでは解決が困難な事例がある。

② 連携の強化・改善

　医療的ケア児支援センターにおいて、各市町村における好
事例の収集等及び共有を行うとともに、各市町村における課
題の集約等を実施する。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　医療的ケア児支援センター設置に必要な総合調整等を行う医療的ケア児等コーディネーターを配置出来たため、進捗状況は「順調」と判定した。

令和4年度の取組改善案 反映状況

－
　医療的ケア児等に対して適切な支援を実施するため、医療的ケア児等及びその家族に対
する支援に関する法律等に基づき、医療的ケア児支援センターを設置した。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　障害者就業・生活支援センター事業において、職
場不適応により離職した者や離職のおそれのある
在職者など、就職や職場への定着が困難な障害者
及び就業経験のない障害者に対し、就業及びこれ
に伴う日常生活、社会生活上の支援を行うことによ
り、障害者の就業生活における自立を図る。								

県

障害者の就業に伴う生活上の相談支援等を行う生活支援担当職員の配置

就労の定着に係る支援員の配置箇所（内訳）

５圏域６箇所 ５圏域６箇所（継続５圏域６箇所） ５圏域６箇所（継続５圏域６箇所）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者就業・生活支援センター事業 対応する成果指標 障害者スポーツ活動団体数

施策の方向
・障害者が、それぞれの特性に応じて、最も適した働く場へ円滑に移行し、安定して働き続けることができるように就労支援の充実を図るととも
に、 農福連携の推進など、障害者の工賃・賃金向上に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ③障害者の社会参加の促進

施策の小項目名 ○障害者の就労支援の充実
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　障害者就業・生活支援センター事業は、生活支
援職員を５圏域６箇所に配置し、障害者の就業及
びこれに伴う日常生活等の支援を実施している。
（R４年度実績：登録者数3,819人、支援回数延べ
8,083回）

5圏域6箇所 5圏域6箇所 5圏域6箇所 ５圏域６箇所 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　５圏域６箇所に生活支援担当職員を２名配置し、就業及びこ
れに伴う日常生活、社会生活上の支援を行う。













　各障害者就業・生活支援センター（５圏域６箇所）に生活支
援担当職員を２名配置し、就業及びこれに伴う日常生活、社会
生活上の支援を行う。

活動指標名
就労の定着に係る支援員の配置箇
所（内訳）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 34,282 41,592 各省計上 委託 41,592

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域生活支援事業（専門・広域的事業）、（政策事業） 予算事業名 地域生活支援事業（専門・広域的事業）（政策事業）
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　センター登録者数は年々増加し、様々なニーズが高まって
いる。






⑥ 変化に対応した取
組の改善

　各圏域の事例や取組などの情報共有を行う場を設け、多様
なニーズに対応していけるよう連携を図る。






３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　保健・福祉サービス等の生活面における支援、就職活動や
職場定着等の就業支援を、商工労働部雇用政策課と連携を密
に図っている。






② 連携の強化・改善

　沖縄労働局、沖縄障害者職業センターや福祉事務所など関
係機関と連携を図り、障害者の職業生活を支援していく。






進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　年度別計画で掲げる障害福祉圏域５圏域６箇所すべてに生活支援担当職員を配置することができていることから順調と判断した。

それぞれの圏域で、生活上の相談や就業に伴う日常生活又は社会生活に必要な支援を行うことにより、障がい者の就業生活を支援し、就職や職場への定着が図られた。


令和4年度の取組改善案 反映状況

障害者就業・生活支援センターによる支援だけでなく、企業や障がい者就労移行・定
着支援事業所等において障害特性の理解や体調管理・家族支援、ジョブマッチングな
どのスキルアップ等を図り、より効果的な障害者雇用を実現できる体制を構築する。

　関係機関や生活支援員等の障がい者に対する理解を深め、協力体制を密にすること
により、職場定着等を図る。




支援対象者のニーズが多岐にわたっており、新規の問い合わせも増えている中で企業向け
研修会や特別支援高等学校等への就業体験や就職に向けての説明会等を行うことで、就業
実習体験などの受け入れ企業が増えている。

　コロナ禍で他者とのコミュニケーションを取る機会が減り、仕事に支障がでたり、スト
レス解消ができずに悩んだりするなど支援者や支援者の家族を含めた交流の場づくりの課
題があった。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ‐

　 　障害者就労系サービス事業所（就労移行支援
事業所・就労継続支援事業所（A型・B型））の利用
者の工賃向上を目的とした経営コンサルタントの派
遣等を行う。

県

就労継続支援事業所に対し、収益性の改善、経営意識の改善を図るため、中小企業診断士等の経営コ
ンサルタントを派遣

アドバイザー派遣事業所数（累計）

20事業所 20事業所（40事業所） 20事業所（60事業所）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者工賃向上支援事業 対応する成果指標 障害者スポーツ活動団体数

施策の方向
・障害者が、それぞれの特性に応じて、最も適した働く場へ円滑に移行し、安定して働き続けることができるように就労支援の充実を図るととも
に、 農福連携の推進など、障害者の工賃・賃金向上に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ③障害者の社会参加の促進

施策の小項目名 ○障害者の就労支援の充実
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

やや遅れ

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　障害者就労系サービス事業所へ経営コンサルタ
ント（アドバイザー）を派遣し、経営課題の抽出
や助言等、経営改善に係る支援を行った。20事業所 23事業所 13事業所 20事業所 65.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　収益性や経営意識の改善を図るため、経営コンサルタントを
13 事業所延べ53回派遣した。

　事業所職員のスキルアップ研修会を５回開催した。

　経営コンサルタントを派遣した事業所から好事例等を収集
し、関係者で共有する。

　事業所職員のスキルアップ研修会を５回開催する。

活動指標名
アドバイザー派遣事業所数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 7,000 6,648 各省計上 委託 6,668

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 障害者工賃向上支援事業（基本事業） 予算事業名 障害者工賃向上支援事業（基本事業）
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　経営コンサルタント派遣後、事業所が課題に取り組む中で
つまずきはないか、また、新たな課題が生じていないか等
フォローアップを行う必要がある。 ⑧ その他

　これまで経営コンサルタント（アドバイザー）を派遣した
事業所に対しつまずきはないか、また、新たな課題が生じて
いないか等フォローアップを行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　新型コロナウィルス感染症の影響により、経営コンサルタ
ント（アドバイザー）派遣受入を中止せざるを得なかった事
業所があった。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　経営コンサルタント（アドバイザー）派遣については、対
面だけではなくオンラインの活用等、事業所のニーズに応じ
た柔軟に対応する。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　新型コロナウィルス感染症の影響により経営コンサルタント（アドバイザー）派遣の受入を中止せざるを得なかった事業所があったことから、目標は達成できなかった。

　一方で、派遣を受け入れることができた事業所に対しては、当初３回程度を予定していた回数を５回程度に増やし、より詳細に経営課題の抽出や助言ができたことから、手厚
い支援を行えたものと考えている。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　障害者就労系サービス事業所への経営コンサルタント(アドバイザー）派遣につい
て、事業所数や時期などのニーズを踏まえて実施する。

　新型コロナウィルス感染症の影響により、経営コンサルタント（アドバイザー）の受入
が困難な事業所があった。

　一方で、感染症対策の強化や繁忙期を避ける等し派遣を受け入れることができた事業所
に対しては、当初３回程度を予定していた回数を５回程度に増やすことができた。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ‐

　農福連携に取り組む事業所に対して、利用者の工
賃向上を目的とし、農業の専門家派遣による農業
技術指導・助言を行うことで生産性向上を図る。

県,事業者

農業に取り組んでいる就労継続支援事業所に対し、農業技術の指導・助言を行うため、農業専門家を派
遣

農業専門家派遣事業所数（累計）

５事業所 ５事業所（10事業所） ５事業所（15事業所）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 農福連携推進事業 対応する成果指標 障害者スポーツ活動団体数

施策の方向
・障害者が、それぞれの特性に応じて、最も適した働く場へ円滑に移行し、安定して働き続けることができるように就労支援の充実を図るととも
に、 農福連携の推進など、障害者の工賃・賃金向上に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ③障害者の社会参加の促進

施策の小項目名 ○障害者の就労支援の充実
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　農福連携に取り組む事業所に対して、農業の専
門家派遣により、生育不良に関する原因究明や対
策などの農業技術指導・助言を実施した。6事業所 9事業所 6事業所 ５事業所 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　５事業所に農業の専門家を派遣し、農業技術指導を実施し
た。

　農福連携の事例紹介セミナーを１回、マルシェ（出店会）を
１回開催した。

　５事業所に農業の専門家を派遣し、農業技術指導を実施す
る。

　農福連携事例や参入に関するセミナーを１回、マルシェ（出
店会）を１回開催する。

活動指標名 農業専門家派遣事業所数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 3,326 4,140 各省計上 委託 4,480

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 農福連携推進事業 予算事業名 農福連携推進事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　取組の更なる推進を図るため、農業分野に興味や関心を示
している事業所を対象に、農業分野への新規参入に関する助
言や相談の取組を検討する。

⑦ 取組の時期・対象
の改善

　農福連携セミナーにおいて、これまで紹介している好事例
の紹介に加え、農業分野に興味や関心を示す事業所に向けた
新規参入に関する助言、相談を追加する。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　目標である５事業所に対して農業専門家を派遣した。　

　事業所職員及び利用者に対して、農業技術指導・助言を行ったことで、生産性向上に必要な知識の習得につながったものと考える。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　幅広く事業所に対して、農福連携における好事例の取組や収益性の高い生産物など
を紹介し、農福連携への関心度を高める。

　農福連携の好事例を紹介するセミナーや、農福連携に取り組む事業所が出店するマル
シェを開催することで、農福連携による障害者の農業分野への就労の可能性や期待性につ
いて、多くの関係者間で共有することができた。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　全国障害者スポーツ大会への県選手団（役員及
び選手）を派遣

県

全国障害者スポーツ大会へ県選手団（役員及び選手）を派遣

全国大会派遣人数（累計）

140人 140人（280人） 140人（420人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者スポーツの推進 対応する成果指標 障害者スポーツ活動団体数

施策の方向 ・障害者スポーツを通じて、障害者の自立と社会参加を促進するとともに、県民の障害者に対する正しい理解の促進に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ③障害者の社会参加の促進

施策の小項目名 ○障害者スポーツ活動への支援
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

大幅遅れ

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　新型コロナウイルス感染状況による外的要因もあり、出場を辞退する選手や競技があったため、目標値に達していない。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　障がい者スポーツをまだ認識していない障害者にその存在を認識してもらうための
更なる周知、若年層の競技参加者数を増加させるため、特別支援学校や就労支援施設
等へ障害者スポーツ大会の周知活動を行う必要がある。

　大会派遣を委託している県障がい者スポーツ協会や福祉団体等を通して、ホームページ
等でスポーツ教室や競技大会などの周知が図られ、全国大会派遣につなげる活動を行っ
た。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　令和４年10月に栃木県で開催された全国障害者
スポーツ大会へ県選手団（役員及び選手）を派遣
した（個人競技33名、団体競技９名）。0人 0人 42人 140人 30.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　令和４年10月に栃木県で開催された全国障害者スポーツ大会
へ県選手団（役員及び選手）を派遣した（個人競技、団体競
技）。

　令和５年10月に鹿児島県で開催される全国障害者スポーツ大
会へ県選手団（役員及び選手）を派遣する（団体競技・個人競
技）。

活動指標名 全国大会派遣人数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 3,080 10,507 県単等 委託 25,035

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 障害者スポーツ振興事業費 予算事業名 障害者スポーツ振興事業費
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　社会的な感染症や自然災害等による外的要因で取り組みが
左右される一面もあるが、取り組みを継続していくことによ
り、障害者の社会参加を促していく必要がある。 ⑧ その他

　全国障害者スポーツ大会への選手の派遣に向けて、日頃よ
り関係機関や団体等と連携した取り組みを図っていくことに
より、障害者のスポーツ活動や競技大会等へ参加しやすい環
境をつくっていく。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL -

　障害者等が自立した日常生活または社会生活を
営むことができるよう沖縄聴覚障害者情報センター
に手話通訳者を設置するとともに、県内手話通訳
者・要約筆記者を養成するため、各種研修事業を実
施する。

県

県内手話通訳者・要約筆記者の養成

登録手話通訳者・要約筆記者の数（累計）

12人（164人） 12人（176人） 12人（188人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 地域生活支援事業（専門・広域的事業） 対応する成果指標 障害者スポーツ活動団体数

施策の方向
・障害者等が円滑に社会生活を営むことができるよう沖縄聴覚障害者情報センターへの手話通訳者の配置や各種研修事業を通した県内手話通訳
者・要約筆記者の養成に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ③障害者の社会参加の促進

施策の小項目名 ○県内手話通訳者・要約筆記者の養成
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

やや遅れ

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　コロナ禍においてオンライン形式導入等工夫をし、養成講座を実施したもののオンライン環境を確保できない方やＰＣ操作に不慣れな方など受講者の状況もさまざまであるこ
となどから合格者数が減少したと考えられる。

令和4年度の取組改善案 反映状況

コロナ禍において、オンライン講座と対面講座のハイブリット形式を導入するなど、
効率的かつ効果的な養成講座の実施方法を検討する。

本島２地区（６コースおよびオンライン４コース）、離島２地区でオンライン講座と対面
講座のハイブリット形式を導入し養成講座を実施した。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　専門性の高い意思疎通支援者を養成するため、
手話通訳者養成研修および要約筆記者養成研修事
業を実施した。18人 7人 8人 12人（164人） 66.7%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　専門性の高い意思疎通支援者を養成するため、手話通訳者養
成研修および要約筆記者養成研修事業を実施した。

　専門性の高い意思疎通支援者を養成するため、手話通訳者養
成研修および要約筆記者養成研修事業を実施する。

活動指標名
登録手話通訳者・要約筆記者の数
（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 委託 13,019 19,741 各省計上 委託 19,741

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 専門性の高い意思疎通支援者の養成・派遣事業 予算事業名 専門性の高い意思疎通支援者の養成・派遣事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　近年、受講者が高齢化傾向にあることから、若者向けへの
情報発信の強化や、日中に労働や勉学で時間の取れない若者
が参加しやすいような、養成講座の実施方法を検討する必要
がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　若者が興味を持ているような情報発信の強化や、養成講座
の実施方法を検討する。

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　初心者でも参加しやすい奉仕員養成講座を行う、市町村に
対して、若者が参加しやすい養成講座のあり方等について、
意見交換を行う必要がある。 ② 連携の強化・改善

　初心者でも参加しやすい奉仕員養成講座を行う、市町村に
対して、若者が参加しやすい養成講座のあり方等について、
意見交換を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　コロナ禍において、オンライン講座と対面講座のハイブ
リット形式を導入するなど、効率的かつ効果的な養成講座の
実施方法を検討する必要がある。

④ 創意工夫による取
組の改善(合理化・効
率化)

　他の都道府県や自治体の取組も参考にしながら、基準のカ
リキュラムに沿った、オンラインと対面とのハイブリット形
式やオンラインのみでの講座等の効率的かつ効果的な養成講
座の実施方法の検討をする。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL
https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/shogaifukushi/151

2223.html

　障害者からの個別相談対応を通じ、共生社会の
実現に係る企業等への普及啓発を推進する。

県

障害を理由とする差別等に対応する広域相談専門員の配置

市町村相談員の技術力向上を目的とした研修の開催

広域相談専門員の配置、市町村相談員等向け研修の実施（累計）

相談専門員２人

研修４回

相談専門員２人（４人）

研修４回（８回）

相談専門員２人（６人）

研修４回（12回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者の権利擁護に関する取組 対応する成果指標 福祉のまちづくり条例完了検査施設における適合証交付率

施策の方向
・障害者に対する差別の解消を図るための広域相談専門員の配置や市町村相談員との連携体制の構築、県民に向けた普及啓発を図るなど、障害者
の権利擁護を推進します。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ④誰もが活動しやすい環境づくり

施策の小項目名 ○障害者の権利擁護
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

研修５圏域対応 研修５圏域対応 4回 研修４回 100.0%

順調
活動指標名

広域相談専門員の配置、市町村相
談員等向け研修の実施（累計）

R4年度

実績値

R2年度 R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

　障害を理由とする差別等の解消について、相談
に的確に応じ、解決を図ることができるような必
要な体制整備を図るため、県に広域相談専門員を
配置したほか、市町村の相談員に対する研修会を
実施した。

相談専門員５圏域対応 相談専門員５圏域対応 2人 相談専門員２人 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　共生社会条例の普及啓発、障害者理解の促進を目的とした各
種研修・講座等を開催。障害者差別等に関する相談対応のため
専門員を２名配置。

　前年度と同様の取組を継続しつつ、障害者理解促進に係るイ
ベント等の開催により、より効果的な普及啓発を行う。

活動指標名
広域相談専門員の配置、市町村相
談員等向け研修の実施（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 45,549 31,626 県単等 委託 47,248

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 障害のある人もない人も暮らしやすい社会づくり事業 予算事業名 障害のある人もない人も暮らしやすい社会づくり事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　県に寄せられる障害者差別の相談内容を見ると、雇用や教
育、不動産取引など様々な分野で生じていることから、国の
機関や市町村のほか様々な業界団体との連携が不可欠であ
る。

⑧ その他

　障害者差別のほか、権利擁護に関する相談窓口を設けてい
る関係団体が主催する研修等に参加し、意見交換を行うな
ど、これらの団体とのネットワークの構築を一層進める。

　県内全域からの相談を受け付ける体制を通年で構築。相談員研修は年４回開催し、オンラインの活用など県内全域から参加できるよう工夫。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　普段の差別相談等の機会を通じて関係機関との連携を構築し、障害者差別等に関す
る県の相談窓口や、相談員研修など県の取組に関するさらなる周知を図る。

　差別相談の際、企業や関係機関に対し共生社会条例や障害者理解の促進に係るパンフ
レット等を送付するなど周知啓発を図った。

３　取組の検証（Check）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　高齢者、障害者等すべての人が自由に社会参加
ができる地域社会を実現するための福祉のまちづく
り条例の認知度向上のため、条例の趣旨に沿った
まちづくりに寄与する優秀事例の表彰を行う。

県

福祉のまちづくりに寄与する取組や活動を行っている個人、企業又は団体で、顕著な功績のあったもの
の表彰

福祉のまちづくり賞応募件数（累計）

５件 ５件（10件） ５件（15件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 福祉のまちづくり推進体制事業 対応する成果指標 福祉のまちづくり条例完了検査施設における適合証交付率

施策の方向
・高齢者、障害者等のすべての人が自由に社会参加できる地域社会を実現するため、福祉のまちづくりに寄与する事例 の表彰や障害者への理解促
進のための啓発活動を行い、関係機関と地域社会の共通理解と協力体制の整備等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ④誰もが活動しやすい環境づくり

施策の小項目名 ○障害者理解促進のための普及啓発活動
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

大幅遅れ

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　募集依頼を９月に行っており、例年より着手に遅れがあった。対象となる社会福祉法人等に直接募集を行った結果、応募数が２件あり、１団体の表彰を行った。表彰制度が長
期に渡る為、過去の受賞事例が増加し、先進事例としての応募が難しくなっている。

令和4年度の取組改善案 反映状況

電話等を介した直接的な声かけを積極的に行うことや広報媒体を利用した表彰の周知
（県庁外における掲示場所の増、または新聞広報等）を行い、応募または表彰件数を
増やすことにより条例の知名度向上につなげる。

当該取組を長期間に渡り継続して行っている団体等に電話等を介した直接的な呼びかけを
積極的に行い、応募を促し、２団体の応募があった。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　条例の趣旨の認知向上に繋げるため、当賞に係
る募集及び表彰を実施した。

2件 4件 2件 ５件 40.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　当賞の普及啓発活動を実施し、募集及び表彰を行った。
　募集の時期を早め、募集期間を長く設定し、新聞等で収集し
た普及啓発活動を行っている個人や団体へ直接的な呼びかけを
行う。

活動指標名
福祉のまちづくり賞応募件数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 715 603 県単等 直接実施 679

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 福祉のまちづくり推進体制事業 予算事業名 福祉のまちづくり推進体制事業
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様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

⑦ 取組の時期・対象
の改善

　表彰の募集時期を早め、募集期間を延長することで、応募
件数の増加につなげる。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　表彰制度の見直しにより、応募条件としての側面では応募
がしやすくなっているが、表彰制度が長期になってきたこと
で、過去の受賞事例が多くなり、先進事例という観点からの
応募としては難しくなっている。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　関係福祉団体等に電話等を介した直接的な声かけを積極的
に行うことや広報媒体を利用した表彰の周知を行い、応募ま
たは表彰件数を増やすことにより条例の知名度向上につなげ
る。
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様式１（主な取組）

【 098-866-2190 】担当部課
【連絡先】 子ども生活福祉部障害福祉課 関連URL ―

　障害者週間における心の輪を広げる体験作文及
び障害者週間ポスターの表彰

県

障害者週間における心の輪を広げる体験作文及び障害者週間ポスターの表彰

心の輪を広げる体験作文及び障害者週間のポスター応募件数（累計）

作文28件

ポスター７件

作文28件（56件）

ポスター７件（14件）

作文28件（84件）

ポスター７件（21件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 障害者理解促進事業 対応する成果指標 福祉のまちづくり条例完了検査施設における適合証交付率

施策の方向
・高齢者、障害者等のすべての人が自由に社会参加できる地域社会を実現するため、福祉のまちづくりに寄与する事例 の表彰や障害者への理解促
進のための啓発活動を行い、関係機関と地域社会の共通理解と協力体制の整備等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 2-(5)-イ 障害のある人が活動できる地域づくり
施 策 ④誰もが活動しやすい環境づくり

施策の小項目名 ○障害者理解促進のための普及啓発活動
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様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

ポスター4件 ポスター7件 ポスター7件 ポスター７件 100.0%

やや遅れ
活動指標名

心の輪を広げる体験作文及び障害
者週間のポスター応募件数（累

R4年度

実績値

R2年度 R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B

　国（内閣府）より配布を受けた募集用チラシ
6300部を小・中・高校及び特別支援学校、障害者
団体や事業所等を中心に約1200ヵ所へ配布して募
集の周知を図った。

作文21件 作文5件 作文10件 作文28件 35.7%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　内閣府の事業に合わせて、作文及びポスターの募集を開始
し、県内の小・中・高校及び特別支援学校、また、障害者団体
等へ周知を図り、表彰を行った。

　内閣府の事業に合わせて、作文及びポスターの募集し、県内
の小・中・高校及び特別支援学校、また、障害者団体等へ周知
を図り、表彰を行う。

活動指標名
心の輪を広げる体験作文及び障害
者週間のポスター応募件数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 887 910 県単等 委託 1,000

主な財源 実施方法 R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 心の輪を広げる障害者理解促進事業 予算事業名 心の輪を広げる障害者理解促進事業
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様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　ホームページでの事前周知を図ったが、募集期間の延長に
ついては、学校の夏休み期間や国（内閣府）への募集締切日
の関係上、延長は出来なかっため、周知方法を工夫する必要
がある。

⑧ その他

　チラシ等の配布による募集の周知だけではなく、各学校や
市町村、福祉関係機関にメール等電子媒体を活用した周知も
合わせて行うことにより、周知効果を上げる取り組みを行っ
ていく。

　紙媒体をメインとした募集案内、周知となっていること、また、新型コロナウイルス感染拡大による社会活動や学校活動が制限された要因もあり、目標値に達していない。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　前年度同様に、障害者週間のポスター・体験作文の公募を行い、パネル展示や表彰
にて広く障害者理解促進を行っていく。

　ホームページで事前周知を行い、学校や障害者団体、事業所等を中心に募集要項や周知
チラシを配布し、障害者週間にあわせて表彰式、パネル展示を行った。

３　取組の検証（Check）

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果
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